
政府方針である「日本学術会議の在り方についての方針」及び「日本学術会議の

在り方について（具体化検討案）」に基づく日本学術会議法の改正法案の提出に

反対する会長声明 

 

１．内閣府は、２０２２年１２月６日に日本学術会議の組織形態の見直しに関

する「日本学術会議の在り方についての方針」（以下、「本方針」という。）を

示し、内閣府総合政策推進室は、同月２１日に「日本学術会議の在り方につ

いて（具体化検討案）」（以下、「本検討案」という。）を示した。内閣は、本方

針及び本検討案に基づき日本学術会議法改正法案を提出しようとしている。 

しかし、本方針及び本検討案は、以下に指摘するとおり、憲法２３条によ

り保障される日本学術会議の自律性・独立性を侵害するおそれがあり、問題

がある。 

２．本方針及び本検討案は、日本学術会議の会員の選考及び任命に関しては、第

三者委員会が関与する仕組みの導入を提起し、日本学術会議の組織編制に関

しては、「中長期的・俯瞰的分野横断的な課題に適時適切に対応できるような

組織編制への取組の促進を図る」ことや、「新たな分野・融合分野への対応態

勢の強化を進める」ことを提起している。また、日本学術会議の在り方に関

しては、政府等と「問題意識や時間軸等を共有」して協働することを求め、

「日本学術会議においても、新たな組織に生まれかわる覚悟で抜本的な改革

を断行することが必要である」と迫っている。  

 しかし、日本学術会議に期待される役割は、本指針及び本検討案が求める

ような「協働」とは異なり、政府の利害から学術的に独立して、自主的に政府

への科学的助言を行うことにある。その自律性・独立性を保障することこそ、

科学が人類社会の福祉に貢献するために必要である。にもかかわらず、本方

針及び本検討案は、必要性や立法事実を示さぬまま、第三者委員会が会員選

考に関与することを求めたり、組織編制への取組を促したりしており、それ

らの内容もいまだ明らかでない。それらの内容と運用次第では、会員選考や

組織の在り方が政府の意思によって左右されることになり、日本学術会議の

自律性・独立性を損なうことが危惧される。  

３．そもそも、日本国憲法が思想良心の自由（１９条）や表現の自由（２１条）

とは別に２３条で学問の自由を保障した条項を設けたのは、学問研究の成果

が社会の既成の価値観や時の政府の政策と対立することがあり、そのために

社会や政治権力から攻撃されがちであることに鑑み、個人の学問の自由を保

障することに加え、その存立基盤である学術団体の自律性・独立性をも保障

するためである。日本学術会議は、「わが国の科学者の内外に対する代表機関

として、科学の向上発達を図り、行政、産業及び国民生活に科学を反映浸透

させること」を目的とし（日本学術会議法２条）、幅広い科学的知見を結集し



て、科学の向上発達を図ることを基本的任務とする専門的な研究組織である。

その目的を達成するため、日本学術会議の自律性・独立性は憲法２３条によ

り、制度として保障されてきたものである 同法３条、７条２項等 。  

４．今般本方針及び本検討案が提起した会員の選考・任命方法、組織編制等を含

めた日本学術会議の在り方に基づいて法改正がなされた場合、政府による委

員選考・任命過程への介入を招きかねず、政府の判断による組織編制により

活動が妨げられるおそれもある。日本学術会議の自律性・独立性を侵害する

危険性や憲法２３条違反の可能性を指摘せざるを得ない。  

５．上記危険性は、これまでの経緯からも看過することはできない。即ち、２０

２０年１０月、当時の菅義偉内閣総理大臣（以下「菅前首相」という）は、日

本学術会議が推薦した新会員候補者１０５名のうち６名の任命を突然拒否し

た（以下、「本件任命拒否」という。）。これに対しては人事への政治介入であ

るとの多くの批判が起こり、本件任命拒否が学問の自由（憲法２３条）を侵

害すること等から、当会も菅前首相に対して、本件任命拒否を撤回し、上記

６名の候補者を会員に任命するよう求めた1。しかし、菅前首相はこれらに応

じず、本件任命拒否の理由について合理的説明をしない。そして今般、政府

は、日本学術会議が公表している本方針及び本検討案に対する懸念2を払しょ

くすることもなく3、本方針及び本件検討案に基づき改正法案を提出しようと

している。 

６．よって当会は、本方針及び本検討案の記載内容並びに上記経緯も踏まえ、学

問の自由（憲法２３条）によって保障される日本学術会議の自律性・独立性

を尊重する立場から、本方針及び本検討案に基づく改正法案の提出に反対す

る。 

 

２０２３年（令和５年）３月９日 

仙 台 弁 護 士 会     

 会 長  伊 東 満 彦 

 
1 2020 年 10 月 22 日付け仙台弁護士会「日本学術会議会員の任命拒否を撤回し、同会議

が推薦した 6 名の候補者を同会議会員に任命することを求める会長声明」 
2 2022 年 12 月 21 日付け日本学術会議声明「内閣府『日本学術会議の在り方についての

方針』（令和 4 年 12 月 6 日）について再考を求めます」 
3 2023 年 2 月 22 日付け「2 月 16 日第 338 回幹事会における内閣府からの『検討状況』

説明についての懸念事項」 


